令和８年度複層林施業に向けた調査計画業務　委託仕様書

１　委託業務名
令和８年度複層林施業に向けた調査計画業務

２　業務目的
本業務は、経営管理権集積計画において、ヒノキ単層林を階層構造の発達した複層林へと誘導することを経営管理の内容に記載し、将来にわたって適正に森林を管理するため、必要となる現地調査や調査結果の分析を行い、施業計画を立案するものである。

[bookmark: _Hlk72258407]３　履行期間
契約の日の翌日から令和９年１月１８日まで

４　履行箇所
　　京都市西京区嵐山元録山町６・７番地地内

５　複層林誘導の基本方針
⑴　複層林化の目的
林業経営に適さない森林を将来的に管理コストの低い複層林へ誘導する。
　　　景観・防災的に重要な箇所に位置する森林の公益的機能の維持増進を図る。
⑵　森林の将来像（５０～１００年後）
ヒノキを主林木として、階層構造が発達した森林とする。
なお、ヒノキ林の下層は低木類の発達（現状の裸地状態を解消）を目標ラインとし、将来の主林木となる樹種で構成されることや亜高木層が発達することは絶対条件ではない。※
※ただし、先駆性樹種のみによる更新は避けること。
⑶　施業方針
非皆伐施業とし、光環境をコントロールするために必要な伐採については、階層構造の発達に有利とされる将来木施業を基本とする。林分の生育状況から将来木施業の適用が困難と判断される場合は、劣性間伐などの別手法を検討する。
更新に必要な地表かき起こしや獣害対策などについても検討する。

６　業務内容
４の基本方針に基づき、複層林へ誘導するために必要な現地調査、調査結果の分析、施業計画の立案を行う。
1 現地調査・分析
1 母樹の調査
ヒノキ林内に散布される種子の種組成、母樹の位置などを調査し、位置情報を記録すること。調査範囲については、想定する種子の種組成や地形条件などから、監督員と相談のうえ決定する。
2 下層植生の調査
林内にすでに存在している前生稚樹の存在、獣害の有無を確認する。
林床に存在する下層植生のうち、天然更新に支障があるとみられるものを調査する。
3 広葉樹の侵入が期待できる区域の設定
ア及びイの調査結果から、複層林化が期待できる「重点区域」を設定する。
4 上層木及び光環境の調査
重点区域内におけるプロット調査（成立本数、胸高直径、樹高、枝下高、立木間距離など）、光環境（相対照度、開空度など）を調査する。
2 調査結果の分析
1 上層木の診断
調査した胸高直径や樹高などから、樹冠長率、形状比、相対幹距比などを算出し、森林の健全性や将来木の成長力の大小を評価する。
2 重点区域の評価
　　　調査結果を基に重点区域における更新可能性、更新を阻害する要因、更新へ向けた方策などを検討する。

3 施業計画の立案
施業計画は、短期計画（当初１０年）と長期計画（５０年～１００年）の２つを作成する。
　　短期計画は、将来木施業の可否を含めた伐採方法（光環境のコントロール方法）、地表かき起こしや防護柵の有無など、複層林化に向けた施業内容や時期などを計画する。
長期間の施業計画は、目指す森林の将来像を実現するために必要な施業内容や時期を１０年単位程度で記したロードマップとする。
なお、林分が安定している、複層林化が見込めない又は必要ないと判断した場合は、施業計画の立案ではなく、その判断理由をまとめること。

７　提出書類
1 事業開始時
ア　作業従事予定者報告書（様式１）
イ　現場管理者通知書（様式２）
2 事業完了時
ア　報告書　１部
イ　本業務において収集、作成した書類・電子データ　一式
　　　　電子データを記録する電子媒体（DVD-Rまたは、CD-R等）については、本市に提出する前に必ずウィルス対策を行い、ラベル面に次の項目を記載すること。記載方法は直接印刷又は油性フェルトペンでの手書きとし、シール貼り付けは禁止する。
　　①　使用したウィルス対策ソフト名
　　②　ウィルス定義年月日
　　③　チェック年月日を記載すること

８　本市から貸与可能な資料
1 森林の位置等を示す資料
2 森林簿等の森林資源情報を示す資料
上記ほか、受託者との協議により貸与可能な資料があれば追加する。

９　その他留意事項
⑴　現地に立ち入る際には、本市が発行した身分証明書を携帯すること。
⑵　現場管理者として、「森林総合管理士」、「森林施業プランナー」、「技術士（森林部門（林業、森林環境、林業・林産のいずれかの分野））」のいずれかを有する者を配置すること。
⑶　本業務を遂行するうえで個人情報は取扱わない。
⑷　本業務の進捗に当たっては、本市職員と十分に協議を行い、その指示に従うこと。
⑸　本市職員と十分に協議したうえで、円滑な業務遂行に努めること。
⑹　本業務の実施により得られた成果は、本市に帰属する。受託者は、業務の全部を第三者に委託してはならない。
⑺　受託者は、業務の一部を再委託するときは、あらかじめ本市の承認を得なければならない。
⑻　本市は⑺の承認をするときは、条件を付すことができる。
⑼　本業務に関する資料・成果品の権利は、本業務の実施前から著作権や使用権等を持つものを除き、すべて本市に帰属するものとし、受託者は本市の承諾なしに他に公表、貸与及び使用してはならない。
⑽　受託者は、業務完了後、成果品を提出し、本市の検査を受けなければならない。本業務は検査合格をもって完了とするが、納品後、成果品に不備等が発見された場合、受託者は責任を持って、速やかに修正のうえ、納品しなければならない。
⑾　本仕様書に定めのない事項、又は本仕様書に疑義が生じたときは、両者協議のうえ、これを定め、協議が整わない場合は本市の定めるものとする。なお、必要な指示や協議等は原則書面により行うものとする。
⑿　万一、漏えいや紛失等の事故が発生した場合は、以下の対応を行うこと。
1 直ちに発生日時、内容、発生原因等を確認し、報告する。
2 　発生内容等により、対応措置（流出元の特定、再調査、紛失物等の追跡等）を市と協議・検討し、実行する。
3 発生原因等により、再発防止策を検討し、市の承認を得た上で即時実施する。
4 　二次被害の有無について関係者を調査し、二次被害が発生した場合は、市と協議・検討し、速やかに対策を講じる。
⒀　受託者は、本業務の履行の結果、受託者の責に帰すべき理由により、市に対し損害を与えた場合は、その賠償の責を負うものとする。


様式１

作　業　従　事　予　定　者　報　告　書
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様式２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

現　場　管　理　者　通　知　書

京都市長　様

住          所




　令和　　年　　月　　日付けをもって契約を締結した下記業務の現場管理者を定めましたので、通知します。


記

１　業務名　令和８年度複層林施業に向けた調査計画業務

２　業務実施箇所　京都市西京区嵐山元録山町６・７番地地内

３　担当技術者   （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
－1－
